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令和３年度社会福祉法人指導監査の実施状況 

 

法人名・施設名 社会福祉法人親誠会 

監査の種類 社会福祉法人指導監査 

監査実施日 令和３年１０月１４日 

実地・書面の別 実地 

監査担当課 鳥取県福祉保健部 ささえあい福祉局 福祉監査指導課 

 

総評 

(１) 従前の指摘事項と同様の指摘事項があるので、必ず改善すること。 

(２) 事業区分間又は施設種別毎の資金移動制限、積立金の積立制限その他社会福

祉法人に対して適用される各種通知を十分理解した上で会計処理を行うこと。 

(３) 継続的な取引を行う随意契約及び価格による随意契約が適切に行われている

か判断できるよう、継続的な取引の適時の価格調査結果、相見積りの証憑書類、

契約書、請書その他契約に関する資料の適切な保存を行うこと。 

 

文書指摘事項 是正・改善状況報告 

１ 令和３年度の評議員改選について、理事会で

評議員選任・解任委員会の召集を決定すること

なく同委員会を開催し、評議員の選任を行って

いた。 

また、同委員会における評議員の選任の賛否

について、評議員全員の賛否を一括して行って

おり、１人ずつの賛否を諮っていなかった。 

ついては、評議員選任・解任委員会の運営は

規程どおりに適切に行うこと。 

（評議員選任・解任委員会運営規程第７条、 

第８条、第11条） 

今後、理事会にて評議員・選

任解任委員会の招集を決定する

よう徹底する。 

また、同委員会の議事録にて

選任の賛否を一括して行ったよ

うな記載となっていたことか

ら、今後は賛否を１人ずつ行っ

た旨を明確に記録するようにす

る。 

２ 評議員会議事録について、次の不備が見られ

た。 

(１) 議事録の作成に係る職務を行った者

の氏名が記載されていなかった。 

(２) 評議員会に理事長が出席していたに

もかかわらず、出席者に記載がなかった。 

ついては、評議員会議事録には当該議事録の

作成に係る職務を行った者の氏名その他社会

福祉法施行規則第２条の15第３項各号に掲げ

る事項の内容を漏れなく記載すること。 

なお、(１)については、前回も同様の文書指

摘をしており、その際、貴法人は「今後は、議

事録の作成に係る職を行った者の氏名を記載

し、適正な書類整備に努める。」と回答してい

るものの改善されていないので、必ず改善する

こと。 

（法第45条の11、規則第２条の15） 

(１) 今後は議事録の作成者を

記載する。 

(２) 今後は理事長が出席して

いた場合に議事録にもれなく

記載する。 

 

 従事する担当者の交代によ

り、内部で引継ぎが十分でなか

った点を踏まえ、規則第２条の

15第３項各号に掲げる事項を全

て記載するよう徹底する。 
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３ 理事会に２回以上続けて欠席した監事があ

り、また、監事の全員が欠席した理事会があっ

た。 

ついては、理事会の開催においては監事の出

席が可能な日程となるよう必要な調整を行う

とともに、調整を経てもなお欠席が続く場合

は、監事の改選を検討すること。 

（法第45条の18第３項において準用する 

一般法人法第100条から第102条まで） 

コロナ禍において感染対策を

十分に行い、また事前の日程調

整を十分に行い理事及び監事が

できる限り出席できるようにす

る。 

令和４年１月の理事会につい

ての招集は１か月前に実施し、

全ての理事・監事が出席してい

る。 

４ 令和３年５月29日開催の理事会において、監

事の選任に関する議案を評議員会に提出する

に当たり、在任監事の過半数の同意を得ていた

ことが確認できなかった。 

ついては、監事は理事の職務の執行を監査す

る立場にあることに鑑み、その独立性を確保す

るため、在任する監事の過半数の同意を得て監

事選任議案を提出したことを証するよう、同意

書又は理事会の議事録への記載により同意の

事実を残しておくこと。 

（法第43条第３項において準用する 

一般法人法第72条第１項） 

次回の監事選任に当たって

は、在任する監事の過半数の同

意を得て監事選任議案を提出し

たことを証するよう、同意書又

は理事会の議事録への記載によ

り同意の事実を残すよう徹底す

る。 

５ 事業（拠点）区分間の資金移動について、次

の不適切な事例があった。 

(１) 社会福祉事業（ケアハウス昭和町拠点

区分：軽費老人ホーム）から収益事業（ケ

アハウス昭和町賃貸拠点区分）に資金繰入

（500,000円）がされていた。 

収益事業は、その収益を社会福祉事業又

は特定の公益事業に充てることを目的とす

る事業であって、社会福祉事業の収益を収

益事業に充当することは一切認められな

い。 

ついては、社会福祉事業から収益事業に

繰り入れた資金を戻入すること。 

（法第26条） 

(２) ひまわり鳥取（通所介護）拠点区分か

ら本部拠点区分への資金繰入（50,000,000

円）について、当期資金収支差額がマイナ

ス（△34,106,679円）になるまで繰入れさ

れていた。 

施設報酬その他の介護報酬を主たる財源

とする資金の繰入れについては、当該介護

事業の事業活動資金収支差額に資金残高が

生じ、かつ、当期資金収支差額合計に資金

不足が生じない範囲内において、他の社会

福祉事業又は公益事業に資金繰入ができる

ものである。 

ついては、ひまわり鳥取拠点区分から本

(１) 収益事業（ケアハウス昭

和町賃貸拠点区分）から社会

福祉事業（ケアハウス昭和町

拠点区分：軽費老人ホーム）

に資金を戻入処理（500,000

円）した。 

(２) 本部拠点区分からひまわ

り鳥取（通所介護）拠点区分

に、マイナスとなっていた資

金（34,106,679円）を戻入処

理した。 

 

 今後は担当者の交代等により

法令の理解不足による不適切な

資金移動が生じないよう、法令

の周知徹底に努める。 
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部拠点区分への資金繰入中、ひまわり鳥取

拠点区分の当期資金収支差額合計に資金不

足が生じた額（34,106,679円）については、

本部拠点区分からひまわり鳥取拠点区分に

戻入すること。 

（老発第188号第２の３(１)、第３の１） 

なお、(２)については、前々回も同様の文書

指摘をしており、その際、貴法人は「今後は、

限度額を超えた繰入を行わないよう、適切な経

理処理に努めます。」と回答しているものの改

善されていないので、必ず改善すること。 

６ 軽費老人ホームであるケアハウス鳥取拠点

区分の前期末支払資金残高については、理事会

の承認を受けた場合に限り、当該拠点の人件

費、事務費等の運営費に充てることができるほ

か、当該拠点の運営に支障が生じない範囲で法

人本部等の運営に要する経費に充てることが

できるところ、前期末支払資金残高の取扱いに

ついて理事会で協議された形跡がなく、かつ、

前期末支払資金残高を設備資金借入金元金償

還支出及び固定資産取得支出に充てていた。 

軽費老人ホームに係る前期末支払資金残高

は施設整備等に係る支出に充てることはでき

ないため、施設整備等の支出が必要な場合は、

積立金の取崩し（施設整備に対応する積立金が

ない場合は他の積立金を理事会の承認を経て

取崩し）にて対応すること。 

（弾力運用局長通知４、弾力運用課長通知問11、

鳥取県長寿社会課長通知） 

今後は前期末支払資金残高に

ついて、あらかじめ理事会の承

認を得た上で人件費、事務費等

の運営費に充てるよう徹底す

る。 

また、前期末支払資金残高を

施設資金借入金元金償還支出及

び固定資産取得支出に充当する

ことがないよう、積立金の取崩

し等にて対応する。 

７ ケアハウス鳥取拠点区分において、当期末繰

越活動増減差額にその他の積立金取崩額を加

算した額に欠損が生じているにもかかわらず

積立金の積立てがされていた。 

ついては、当該欠損が生じない範囲で積立金

を積み立てることができるものであるので、過

年度修正等必要な処理を行い是正すること。 

また、今後同様のことがないよう適切な会計

処理を行うこと。 

おって、過去に同様の処理を行っていないか

確認すること。（文書指摘事項８に関係すると

思われる。） 

（会計省令第６条第３項、運用上の取扱い19） 

前々期に計上した積立金（施

設・設備整備積立金（措置）

10,000,000円）については取り

崩すこととし、令和４年１月28

日の理事会決議にて取崩しにつ

き正式に承認を受けた。 

８ ケアハウス鳥取拠点区分の貸借対照表にお

いて、積立金（施設・設備整備積立金（措置）

10,000,000円）に対応する積立資産が計上され

ていなかった。 

積立金と積立資産の積立ては、増減差額の発

上記７のとおり、前々期に計

上した積立金（施設・設備整備

積立金（措置）10,000,000円）

は適切な積立てではなく取崩し

処理をしたことから、対応する
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生した年度の計算書類に反映させるものであ

るが、対応する積立資産が計上されていない原

因を明らかにし、過年度修正等適切な処理を行

うこと。 

また、今後同様のことがないよう適切な会計

処理を行うこと。 

（留意事項19(２)） 

資産についても計上しないこと

とする。 

９ グループホーム昭和町拠点区分及びひまわ

り鳥取拠点区分の資金収支計算書におけるそ

の他の活動による支出がマイナスになってい

た。 

ついては、計算書類等に記載する金額は、原

則として、総額をもって表示されるよう是正す

ること。 

（会計省令第２条の２） 

今後は支出項目がマイナスと

ならず総額にて表示するよう、

十分に留意する。 

10 貸借対照表の無形固定資産の減価償却累計

額が間接法により表示されていたが、無形固定

資産に対する減価償却累計額は直接法による

表示のみが認められる。 

ついては、無形固定資産に対する減価償却累

計額は直接法により表示すること。 

（運用上の取扱い16(３)） 

期末の計算書類だけでなく、

帳簿上においても直接法により

処理する方法に修正した。 

11 経理規程で小口現金の制度を規定している

にもかかわらず、事業費（行事食材費等）の支

払において、職員による立替払の事例が散見さ

れたが、会計事故の原因となることから不適当

である。 

ついては、現金による支払は、職員の立替払

に拠らず、小口現金による処理を行うこと。 

なお、小口現金は常用雑費の支出のためのも

のであり、経常的な事業費支出に関しては、現

金出納帳による管理が望ましい。 

（経理規程第27条） 

事業費について例外的に職員

による立替払が生じないよう、

今後の運用について十分留意す

る。 

 


